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Ⅲ 

■郵政研究所年報 平成 14 年 

１ 

海外研究機関等との交流 

 

 

 

 

 

 

 

（１）ドイツ通信科学研究所（ＷＩＫ） 

平成８年６月～ 

平成８年５月、日野市朗郵政大臣（当時）

とヴォルフガング・ベッチェ郵電大臣（当時）

の日独大臣会合において郵政研究所とＷＩＫ

との研究交流の推進が合意したことを受け、

同年６月、研究交流の実施に関する協定を締

結。以降、研究官等の相互派遣、刊行物の交

換等を実施。 

平成１４年については、年報、ディスカッ

ションペーパー等刊行物を定期的に交換した

ほか、ノイマン所長が８月に来日し、郵政事

業及び情報通信行政に関する意見交換及び講

演会を実施。 

 

（２）韓国情報通信政策研究院（ＫＩＳＤＩ） 

平成９年４月～ 

平成８年８月、日野市朗郵政大臣（当時）

と庚奉均情報通信部長官（当時）の日韓大臣

会合において、韓国側から郵政研究所とＫＩ

ＳＤＩとの研究交流の実施について提案があ

り、平成９年４月、覚書を交換。以降、研究

官等の相互派遣、刊行物の交換等を実施。 

平成１４年については、年報、ディスカッ

ションペーパー等刊行物を定期的に交換。 

 

 

 

 

 

ユージーン・リー氏（韓国・淑明女子大学） 

平成 14年５月７日～７月 12日 

「郵政省と日本におけるＩＴ革命」をテーマに

調査研究及び講演会を実施。 

  

 

 

 

（１）ドイツ 平成１４年６月４日～６月１０日 

第一経営経済研究部主任研究官を派遣。

「第１０回郵便と配達の経済学に関する国際

会議」に出席。 

 

（２）台湾 平成１４年７月１８日～７月２１日 

第一経営経済研究部主任研究官を派遣。

「効率性と生産性に関するアジア会議」に出

席し、調査研究成果を発表。 

 

 

 

 

１ 研究交流協定等に基づく研究交流 ２ 海外からの研究者の受入れ 

３ 海外への研究官の派遣 
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郵政研究所年報 平成 14 年■

2 

特別研究官 

 

氏名 期間 研究テーマ等 所属等 

 

 

 

チャールズ・ Ｈ4.12～Ｈ14.2 家計の金融資産選択に関する調査研究 大阪大学社会経済研究所教授 

ユウジ・ 

ホリオカ 

 

 

 

 

辻  正次 Ｈ4.10～Ｈ14.１ 郵政研究所月報「調査・研究」の論文指導 大阪大学大学院国際公共政策研究 

   科教授 

 

 

 

 

松浦 克己 Ｈ 4.5～Ｈ 15.3 金融・実物資産及び負債を考慮した消費性向 横浜市立大学商学部教授 

 （貯蓄率）の決定、需要関数（消費）、資産選 

 択の理論モデルと実証に関する調査研究 

 

 

第 三 経 営 経 済 研 究 部

第 二 経 営 経 済 研 究 部

そ の 他
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Ⅲ 

■郵政研究所年報 平成 14 年 

3 

客員研究官 

 

氏名 期間 研究テーマ等 所属等 

 

 

 

中島 隆信 Ｈ12.9～Ｈ15.3 郵便局における郵便事業の生産性の分析に関す 慶應義塾大学商学部教授 

  る調査研究 

 

嶋口 充輝 Ｈ13.5～Ｈ14.3 郵便の利用者ニーズに関する調査 慶應義塾大学大学院経営管理研究 

   科教授 

 

 

 

 

宮原 勝一 Ｈ 9.4～Ｈ 14.3 公的金融に関する調査研究 青山学院大学経済学部助教授 

 

村本  孜 Ｈ11.9～Ｈ14.8 金融機関利用に関する調査研究 成城大学経済学部教授 

 

寺崎 康博  Ｈ14.6～Ｈ15.3 家計の金融資産選択に関する調査等の利活用に 東京理科大学経営学部教授 

 関する研究 

 

村田磨理子 Ｈ14.6～Ｈ15.3 家計の金融資産選択に関する調査等の利活用に 財団法人統計情報研究開発センター 

関する研究 研究員 

 

 

 

 

跡田 直澄 Ｈ12.12～Ｈ14.12 郵政研究所月報「調査研究論文」の論文指導 慶應義塾大学商学部教授 

 

後藤 達也 Ｈ13.6～Ｈ15.3 家計の所得・消費パターンと地域特性に関する 和光大学経済学部経済学科専任講 

  研究 師 

 

根本 二郎 Ｈ13.6～Ｈ15.3 地域マクロ経済の分析手法の研究  名古屋大学大学院経済学研究科助 

   教授 

第 一 経 営 経 済 研 究 部

第 二 経 営 経 済 研 究 部

第 三 経 営 経 済 研 究 部
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郵政研究所年報 平成 14 年■

氏名 期間 研究テーマ等 所属等 

米澤 康博 Ｈ13.9～Ｈ14.6 公社債市場の動向に関する調査研究 横浜国立大学経営学部教授 

 

 

 

 

河村  真 Ｈ13.10～Ｈ14.8 世帯の通話需要に関する調査研究 法政大学経済学部教授 

 

松原 寿一 Ｈ13.10～Ｈ14.9 流通過程における取引関係と情報システム化に 中央学院大学商学部講師 

  関する調査研究 

 

実積 寿也 Ｈ11.10～Ｈ14.8 世帯の通話需要に関する動向調査 長崎大学経済学部助教授 

 

今川 拓郎 Ｈ13.10～Ｈ14.9 電気通信事業の規制と競争に関する調査研究 大阪大学国際公共政策研究科助教授 

 

鳥居 昭夫 Ｈ13.10～Ｈ14.9 多チャンネル時代の放送市場の構造の変化に関 横浜国立大学経営学部教授 

  する調査研究電気通信事業の規制と競争に関す 

  る調査研究 

 

山田  肇 Ｈ13.2～Ｈ14.1 情報通信分野における技術標準のあり方に関す 東洋大学経済学部教授（元国際大 

  る調査研究 学グローバルコミュニケーション 

   センター教授） 

 

許斐 義信 Ｈ13.3～Ｈ14.2 情報通信分野における技術標準のあり方に関す 慶應義塾大学大学院経営管理研究科 

  る調査研究 教授 

 

高橋  修 Ｈ13.3～Ｈ14.2 情報通信分野における技術標準のあり方に関す 富士通テン㈱常務取締役 

  る調査研究 

 

最上 健児 Ｈ13.10～Ｈ14.9 流通過程における取引関係と情報システム化に 明治大学商学部講師 

  関する調査研究 

 

中村伊知哉 Ｈ13.9～Ｈ14.8 情報通信分野における技術標準のあり方に関す マサチューセッツ工科大学メディ 

  る調査研究 アラボ客員教授 

  インターネットコンテンツ統計に関する調査研 

  究 

 

三友 仁志 Ｈ13.9～Ｈ14.8 電気通信トラヒックの特性と社会経済環境の化 早稲田大学国際情報通信研究セン 

  に関する調査研究 ター教授 

 

通 信 経 済 研 究 部
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Ⅲ 

■郵政研究所年報 平成 14 年 

氏名 期間 研究テーマ等 所属等 

 

 

 

甘利 武司 Ｈ12.10～Ｈ14.6 新型区分機用次世代インクに関する調査研究 千葉大学工学部教授 

 

 

 

 

若井  登 Ｈ10.4～Ｈ15.3 電気通信の歴史に関する研究 電気通信振興会技術顧問 

 

橋本 輝夫 Ｈ13.4～Ｈ15.3 郵便の歴史に関する研究 元逓信博物館資料官 

 

 

 

 

滋野由紀子 Ｈ8.4～Ｈ15.3 金融・実物資産及び負債を考慮した消費性向 大阪市立大学経済学部助教授 

  （貯蓄率）の決定、需要関数（消費）、資産 

  選択の理論モデルと実証に関する調査研究 

 

竹澤 康子 Ｈ9.5～Ｈ15.3 郵便局でのワンストップ行政サービス実現に 東洋大学経済学部教授 

 係る法制度的課題等に関する調査研究 

 

戸井佳奈子 Ｈ13.2～Ｈ15.3 金融・実物資産及び負債を考慮した消費性向 安田女子短期大学専任講師 

  （貯蓄率）の決定、需要関数（消費）、資産 

                選択の理論モデルと実証に関する調査研究 

 

 

 

 

通信経済研究部（技術開発研究担当）

そ の 他

附 属 資 料 館
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